予算要求資料
平成30年度当初予算　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：男女共同参画推進費
	事業名　女性の活躍支援センター管理運営事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　健康福祉部　子ども・女性局　女性の活躍推進課　男女共同参画係

電話番号：058-272-1111（内2424）

　　　　　　　E-mail： c11234@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　28,069千円（前年度予算額：19,413千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	19,413
	7,400
	0
	0
	0
	0
	46
	0
	19,366

	要求額
	28,069
	0
	0
	0
	0
	0
	42
	0
	28,027

	決定額
	24,583
	8,931
	0
	0
	0
	0
	42
	0
	15,610


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
     ・県において、平成６年に、女性のための情報交換、交流の場として
「女性サロン」を県民ふれあい会館に設置した。その後、平成18年には、
男女共同参画施策のさらなる充実のために電話相談及び面接による
専門相談を開始し、名称も「男女共同参画プラザ」と改称し、県の男
女共同参画に関する拠点施設として現在に至っている。

・国においては、平成２７年に女性活躍推進法が成立し、平成28年４月から全面施行され、女性活躍は新しい段階を迎えた。
・本県では、出産・子育て期に一旦離職する女性が多く、また女性管理職比率が全国でも低い（Ｈ27国勢調査）など、女性活躍が進んでいるとは言えない。

・県民へのアンケート調査では、仕事と家庭を両立していくために必要となる情報のワンストップサービスを望む声が多い。

・これらを踏まえ、平成２８年度に子育てから就労相談までのワンストップサービス機能を備えた「女性の活躍支援センター」を設置した。

（２）事業内容

　　　女性の就労、結婚、子育て、介護など、様々なライフステージに応じた「伴走型サポート」体制により、女性の活躍推進に向けた様々な事業展開を図る。
　　　　女性の活躍支援センター・男女共同参画プラザ

[設置場所]　ＯＫＢふれあい会館　第２棟９階

　　　　[休 館 日]  日曜日、祝日、年末年始等
　　　　[営業時間]　9:00～17:00

　　　　[施　　設]　研修室、会議室、キッズコーナー、図書貸出　他
①管理運営業務

(1)管理運営者人件費 [11,232千円]
(2)センター管理運営費 [1,661千円]
新(3)女性の活躍支援センターブランチ機能設置費 [552千円]
②相談事業業務

(1)電話相談員人件費 [6,673千円]
(2)専門相談業務費 [2,119千円]
　　内、新ハート♡ナビ専門相談 [96千円]
新ＬＧＢＴ専門相談 [344千円]
③普及啓発事業

拡(1)男女共同参画フォーラム実施事業費 [3,390千円]
新(2)男女共同参画講座開催費 [2,342千円]
④活動支援事業

(1)男女共同参画サポーター交流事業費 [100千円]
（３）県負担・補助率の考え方

　　・広域的な県民への取り組みとして県負担は妥当。
（４）類似事業の有無
　　・宮城県、山口県を除く４５都道府県において、男女共同参画に関する拠

点施設が設置されている。　　
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	17,905
	管理運営者人件費及び電話相談員人件費

	運営事業費
	10,164
	管理運営費、センターブランチ機能設置費、男女共同参画フォーラム、男女共同参画講座開催費　他

	合計
	28,069
	


　　財源：地方創生推進交付金（補助率：１／２）
	決定額の考え方　

　運営事業費の開催費を精査し、所要額を計上します。


４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ 　岐阜県男女共同参画計画（第３次）
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	第３次岐阜県少子化基本計画

○県内保育所の待機児童数

　　H27末　　　 　２３名  →　H31末　　　　　０名

○岐阜県ワーク・ライフ・バランス推進企業数

　　H28末 　２，７６２社　→　H31末　３，３００社　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値
	目標
	達成率

	保育所待機児童数

（年度当初）
	　５人
(H25)
	27人
(H26)
	７人
(H27)
	13人
(H28.7)
	０人
(H31)
	

	保育所待機児童数

（年度ピーク）
	84人
(H25)
	59人
(H26)
	26人
(H27)
	－人
（H28）
	０人
(H31)
	

	岐阜県ワーク･ライフ･バランス推進企業数
	　
(H　)
	258

(H19)
	2,613
(H27)
	2,762
 (H28）
	3,300
(H31)
	83.7％


	ロールモデル数
	(H　)
	85名
(H26)
	131名
(H27)
	163名

（H28）
	300名

(H31)
	54.3％



（前年度の取組）

	事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

平成２８年度実績
（１）働く女性のためのキャリアアップ講座（５圏域各１回開催）
（２）女性キャリアデザイン講座（５圏域各１回開催）

（３）女子学生と社会人交流（県内２大学開催）


（前年度の成果）

	前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

・各業界団体、市町村と連携した事業展開により女性の活躍推進に向けた

意識の醸成が期待できる。

・各種事業を通じた、女性サポートネットワークの拡大が期待できる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

〇


	女性就労の拡大に向け、仕事と家庭の両立に向けた取組みは就労希望者にとって効果的なサービスである。

[現　状]

　就労相談　労働局（一部岐阜県中小企業総合人材センター）

　保育相談　市町村

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

〇

	仕事と家庭の両立を促進することにより、再就職に向けた意識の醸成が加速化する。


（今後の課題）

	事業が直面する課題や改善が必要な事項
　　(1)多様な保育サービスの周知　　　　　→　病児保育、ファミ・サポ

　　(2)企業での就職面接時の保育サービス　→　一時保育確保

　　(3)再就職定着率　　　　　　　　　　　→　実績把握　　


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　　　当面、待機児童発生率の高いエリアを重点区域とし働きかけを強化する。

　　　本事業を通じて、労働局及び岐阜県中小企業総合人材センターとの連携体制について検証する必要がある。

なお、相談内容については利用者ニーズを踏まえ、随時改善を図る。
る。


